
２００９年６月に閣議決定された「新成長戦略」で

は，「グリーン・イノベーションによる環境・エネ

ルギー大国戦略」として，わが国のトップレベルの

環境技術の普及・促進，再生可能エネルギーの普及

拡大支援，国内資源の循環的な利用の徹底等が盛り

込まれました。

今回の特集では，建設分野における環境技術開

発・活用への取り組みをテーマに，下水道における

地球温暖化対策，低炭素型まちづくり，太陽光発電

設備，公共施設のLED照明についてご紹介します。
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地球温暖化対策やバイオマス
利用に関する政府の動向

わが国は，高度成長期の負の側面である公害問

題を技術革新により克服し，現在では，世界最高

水準の環境技術を有している。その環境技術を活

かし，「グリーン・イノベーション」により，世

界最高水準の低炭素社会・循環型社会を実現する

とともに，わが国の成長につなげていくことが，

政府の課題となっている。そのような状況を踏ま

え，近年，地球温暖化対策，あるいは，バイオマ

ス利用に関して，種々の法律や計画が制定されて

いる。

地球温暖化対策に関しては，例えば，２００８年に

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）や

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ

法）が改正され，地方公共団体に温室効果ガス排

出量の削減に係る計画策定が義務付けられたほ

か，事業者単位でエネルギー使用状況等の報告が

義務付けられた。また，２０１０年には，地球温暖化

対策基本法案が閣議決定され，２０２０年までに温室

効果ガス排出量を１９９０年比２５%削減する目標が掲

げられた。

バイオマス利用に関しては，２００９年にバイオマ

ス活用推進基本法が制定されたほか，エネルギー

供給構造高度化法が制定され，エネルギー供給事

業者にバイオマス等の非化石エネルギー源の利用

が義務付けられることとなった。

また，「新成長戦略」（２０１０．６．１８閣議決定）に

おいては，グリーン・イノベーション（環境エネ

ルギー分野革新）の促進，わが国のトップレベル

の環境技術の普及・促進，再生可能エネルギー

（バイオマス等）の普及拡大支援，国内資源の循

環的な利用の徹底等が盛り込まれた。

一方で，下水道においては，多くのエネルギー

を消費して下水を処理しており，地球温暖化防止

およびコスト縮減の観点から，一層の省エネルギ

ー化が求められている。また，下水処理に伴い発

生する下水汚泥はカーボンニュートラルなバイオ

マスであり，リン等の有益な資源も含まれている

ことから，資源・エネルギーの長期的・安定的な

確保の観点からも有望視されている。

下水道における地球温暖化
対策の推進

下水道からは，下水処理に伴い年間約２２０万t

（乾燥重量ベース）の下水汚泥が発生している

が，下水汚泥リサイクル率（マテリアル利用とバ

イオマス利用の合計）は約８割であり，残りは未

利用のまま埋立処分等されている。ちなみに，下

水汚泥の成分の約２割が無機分・約８割が有機分

であり，無機分はセメント原料，建設資材等とし

下水道における環境・エネルギー
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図―１ 下水汚泥の発生量とリサイクル率の推移（出典：国土交通省資料）

図―３ 東京都の事務事業に伴うCO２排出量
（出典：「東京都アースプラン２０１０」）図―２ 下水道からの温室効果ガス排出量

（出典：国土交通省）

図―４ 循環型社会に向けた今後の下水道のあり方（出典：国土交通省資料）

特集 建設分野における環境新技術の開発・活用への取り組み
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てのマテリアル利用，有機分はバイオガス，コン

ポスト，固形燃料等としてバイオマス利用が可能

である。

一方で，下水道は，下水を処理する際に莫大な

エネルギーを消費するなどして年間約７００万tの

CO２を排出している。CO２排出量のうち，下水処

理等の電力使用に伴うものが約５割，下水汚泥の

焼却に伴うものが約２割を占めている。例えば，

東京都が実施している事業活動に伴う温室効果ガ

ス排出量のうち約４割を下水道事業由来のものが

占めている。

このような状況を踏まえてわが国の目標とし

て，京都議定書目標達成計画においては，対策を

実施した場合と実施しなかった場合を比較して，

下水道事業に関して２０１０年度で２１６万t（省エネ・

新エネ対策：９０万t，下水汚泥焼却の高度化：１２６

万t）の温室効果ガス排出量の削減を位置付けて

いる。

また，「国土交通省成長戦略」（２０１０．５．１７公表）

においては，民間の先端的な技術の活用を行うと

ともに，未利用資源（汚泥消化ガス等）の有効活

用等を強力に推進することにより，事業コスト縮

減，海外市場への進出に必要なノウハウの蓄積等

を図り，水ビジネス展開を行うこととしている。

そのため，下水道分野においては，従来からコ

スト縮減の観点から各種取り組みの実施や新技術

の開発・導入が行われてきた。新技術の導入によ

り事業を効率化し，コスト縮減を実現するととも

に，同時に，地球温暖化対策にも資することがで

きる。今後，さらなる地球温暖化対策を推進する

ためにも，これまでに培われてきた下水処理の省

エネルギー化や下水汚泥のエネルギー利用等の技

術を活用するとともに，関連する新たな技術開発

が必要不可欠である。そして，それらの取り組み

はひいては水ビジネスの海外展開にもつながるも

のである。

地球温暖化対策に関する
下水道技術の概要

これまで述べたように，グリーン・イノベーシ

ョンの実現に向けて，また，地球温暖化対策の推

進のため，社会情勢や法制度が大きく変化してい

る。一方で，これまでの技術開発や新技術の実用

化により，下水道事業においても下水汚泥の燃料

化等地方公共団体の取り組みが多様化している。

国土交通省では，地球温暖化防止対策の取り組

みを計画的に推進するため，中長期的な取り組み

の方向性や排出量原単位等の定量的な目標を設定

する方法を盛り込んで，２００９年に「下水道におけ

る地球温暖化防止実行計画策定の手引き」を改訂

したところである。

地方公共団体においては，温室効果ガス排出量

の削減のためのさまざまな取り組みが行われてお

り，主な対策として，創エネルギー対策，新エネ

ルギー対策，省エネルギー対策の概要を以下に紹

介する。

� 創エネルギー対策

下水汚泥の約８割を占める有機分をバイオマス

としてエネルギー利用（＝創エネルギー対策）す

ることができる。下水汚泥をメタン発酵（嫌気性

発酵）すると，メタンガスを主成分とする消化ガ

スが発生するため，これを利用して消化ガス発

電，ボイラー利用，あるいは，精製技術により都

写真―１ 消化タンク施設と消化ガス発電施設（横浜市） 写真―２ 下水汚泥固形燃料化施設（炭化炉）（東京都）
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市ガス原料・自動車燃料として利用することがで

きる。例えば，神戸市では２００９年から消化ガスを

精製して都市ガス導管へ直接注入する実証事業を

行っており，技術的な検証や効率化の検討等を踏

まえ，今後全国的に展開することが期待されてい

る。

また，下水汚泥を乾燥・炭化する技術により，

固形燃料化して発電所等で利用することができ

る。東京都では，約５００℃の炭化炉で下水汚泥を

炭化しており，炭化燃料は石炭火力発電所におい

て混焼利用されている。

仮に下水汚泥をすべて発電利用した場合，年間

約３６億kWh（約６７万世帯の年間電力使用量に相

当）の電力量が生み出されるとの試算がある。

国土交通省において，今後下水汚泥のエネルギ

ー利用を推進するため，地方公共団体におけるこ

れらの取り組みを実施する際に参考となるガイド

ラインをとりまとめているところである。

� 新エネルギー対策（自然エネルギー活用）

平面的に広がる下水処理場の空間を利用し，ま

た，立地条件を活かして，自然エネルギーを活用

した太陽光発電や風力発電を実施している場合が

ある。また，下水処理水を河川等に放流する際の

落差を利用し，小水力発電を実施している場合も

ある。

� 省エネルギー対策

老朽化施設の改築に合わせた省エネルギー型設

備への転換や処理プロセスの見直しによる省エネ

ルギー対策が行われている。設備の更新を伴う省

エネルギー対策では，インバータ制御やインレッ

トベーンの導入等が主に実施されている。また，

運転管理に関する省エネルギー対策では，間欠運

転や運転設定値の最適化等が主に実施されてい

る。例えば，電気エネルギーを多く使用する反応

タンクでの曝気については，散気装置の目を細か

くすることにより消費電力を削減する取り組みが

行われている。

また，下水処理場のみならず地域の省エネルギ

ー化の取り組みとして，下水熱（大気と下水・処

理水の温度差エネルギー）を活用した地域冷暖房

も行われており，通常の大気と熱のやり取りをす

る冷暖房に比べて，大幅に省エネルギー化が図ら

れる。例えば，幕張新都心ハイテク・ビジネス地区

（千葉市）においては，千葉県印旛沼流域下水道の

下水処理水を利用して地域冷暖房を行っている。

� その他の対策

単に下水汚泥を有効利用するだけでなく，地域

のバイオマス（食品残 ，生ごみ等）を下水処理

写真―３ 下水処理場上部の太陽光発電施設（東京都）

図―５ 下水処理水の落差を活用した小水力発電施設（東京都）
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場に集約し，下水汚泥と混合してバイオマス利用

を進めることにより，下水処理場を地産地消型の

再生可能エネルギー供給拠点とする取り組みも進

められている。例えば，石川県珠洲市では，生ご

みや浄化槽汚泥等を下水汚泥と混合してメタン発

酵，コンポスト化し，バイオマス利用を進めてい

る。

また，下水汚泥の焼却に伴うN２O排出量の削減

対策も行われている。下水を通常焼却（約８００℃）

した場合，温室効果ガスとしてCO２だけでなくN２O

が発生する。N２OはCO２の約３１０倍の温室効果を有

しており，その排出削減のため高温焼却（約８５０

℃）を進めている。しかし，燃焼温度を高温化す

ることによりN２O排出量は大幅に削減できるが，

補助燃料使用量が増大しCO２排出量が増大するこ

とから，さらなるN２O・CO２削減を実現する技術

の開発が進められている。

国土交通省における技術開発に
対する支援・取り組み

新技術の開発・導入により事業の効率化を図る

ため，国土交通省では，新技術の開発・導入を推

進している。新技術の開発・導入は，下水道管理

者にとっては，処理水質の向上，建設コストの縮

減，省資源・省エネルギー化による維持管理コス

トの縮減，下水汚泥のエネルギー利用，施設のコ

ンパクト化，下水道経営の改善等のメリットがあ

る。民間企業等にとっても，新技術の導入が加速

されることにより，新技術の開発～導入～費用回

収といった，新技術開発の循環が確保されるとと

もに，企業の技術力・競争力の強化も図られる。

さらに，新技術の導入は，低炭素社会・循環型社

会の実現にもつながるものである。

技術開発に対する支援としては，地方公共団体

が実施する新技術の導入に要する負担の軽減策を

講じている。

さらに，地方公共団体に対する支援に加えて，

国自らも技術開発を行っており，２００９年度には膜

処理技術の下水処理への適用性を実証している。

今後，わが国の下水道技術を活用した水ビジネ

スの国際展開を支援していくためにも，新技術の

開発や導入促進を強力に推進することとしてい

る。

� 地方公共団体における新技術の導入に対す

る支援制度

地方公共団体における新技術の導入を推進する

ため，新技術の導入等に対して，財政面からの支

援制度を設けている。

新世代下水道支援事業制度（機能高度化下水

図―６ 省エネルギー対策の例

図―７ 下水熱を利用した地域冷暖房（千葉県）
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道・新技術活用型）では，地方公共団体が新技術

を用いたパイロットプラントを設置する場合，設

置費用の１／２を支援しており，２００９年度までに

２２事業を採択している。

また，２０１０年度に創設された社会資本整備総合

交付金の効果促進事業においても，同様に実証研

究に要する費用の１／２を支援している。

� 日本版次世代MBR技術展開プロジェクト

（A―JUMP）

地方公共団体が実施する実証研究等の技術開発

や新技術導入に対する支援に加えて，国自らが行

う実証事業もある。

わが国企業が世界屈指のノウハウを有してお

り，また，下水道施設の効率的な機能高度化にも

活用できると期待される膜処理技術のうち膜分離

活性汚泥法（MBR：Membrane Bioreactor）に

ついて，国内での本格的な普及促進や海外展開を

図るため，必要な知見・ノウハウの蓄積を目的と

してA―JUMPを立ち上げた。その一環として，

２００９年度に実証事業（事業費：約８億円）を行

い，中大規模下水処理場の改築，あるいは，サテ

ライト下水処理場におけるMBRの適用性を検証

した。

現在も実証事業者と実証フィールドである地方

公共団体により共同研究を継続しており，運転管

理の効率化や省エネルギー化等の検討が進められ

ている。

実証事業の成果や共同研究の成果，その他の最

新の知見を踏まえ，「下水道への膜処理技術導入

のためのガイドライン」を改訂する予定である。

� 下水道革新的技術実証事業（B―DASHプ

ロジェクト）

表―１ A―JUMP実証施設の概要

改築MBR実証事業 サテライトMBR実証事業

実証事業者 クボタ環境サービス株式会社 メタウォーター株式会社

実証フィールド 名古屋市・守山水処理センター 愛知県・見合ポンプ場（碧南市）

施設規模 ４，０００～５，０００m３／日 ８０～１２０m３／日×３系列

膜分離方式 浸漬型（一体型） 槽外型

概 要

図―８ 技術開発の循環と効果
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新成長戦略等を踏まえて，下水処理やバイオマ

スである下水汚泥のエネルギー利用の高効率化に

より，温室効果ガス排出量および建設コストの大

幅な削減を実現する革新的技術の実証事業につい

て，２０１１年度予算として要求している（概算決定

額：約２４億円）。本事業では，国が主体となっ

て，実規模レベルのプラントを設置して，技術的

な検証を行い，ガイドラインをとりまとめ，全国

の下水処理場への導入を促進するものである。ま

た，水ビジネスの海外展開を支援するため，実証

された技術は国際的な基準づくりに反映させると

ともに，実証プラントは海外からの視察団に対す

るトップセールスにおいても活用することとして

いる。

下水道における環境・エネルギー
技術の国際展開

� 要素技術のシステム・インテグレートと知

財戦略

世界の水ビジネス市場は，経済産業省等の試算

によれば，下水道分野だけでも２０２５年には３５．５兆

円（このほかに再利用水分野で２．１兆円）とな

り，２００７年比で２倍以上になると予測されている

が，海外では，欧米の水メジャーが先行してお

り，日本企業の海外市場参入のためには政府一丸

となった取り組みが求められる。

海外展開も視野に入れて技術開発を進めるため

には，要素技術の開発のみならず，要素技術をシ

ステム化（素材～管理技術）し，世界基準化・オ

ープン／クローズ等の知的財産戦略までも考慮し

て，戦略を構築する必要がある。

国土交通省では，新技術の導入に慎重な地方公

共団体に対しては，モデルプロジェクトの成果を

踏まえたガイドライン等の作成に加えて，国内技

術基準やJIS化等を検討することにより普及を促

進していきたいと考えている。

海外市場向けには，プロジェクト案件の形成，

各国への普及促進とISO等の世界基準化等によ

り，日本の技術システムの国際競争力強化を図っ

ていきたいと考えている。海外市場での日本の技

術基準の浸透を図るためには，海外市場のニーズ

を把握するとともに，国際標準化等の知財戦略を

踏まえて，技術をシステムで売り込むことが必要

である。

なお，知的財産戦略本部による知的財産推進計

画２０１０で，水分野は，今後，世界的な成長が期待

され，日本が優れた技術を有する産業分野「国際

標準化特定戦略分野」の７分野の一つとして位置

付けられている。現在，厚生労働省等とともに，

「水分野国際標準化戦略検討委員会」を設置し，

水分野の国際標準化戦略を検討しているところで

図―９ B―DASHプロジェクトのイメージ
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ある。

また，２０１０年度予算として，民間企業が実証的

な技術開発やその国内外への発信を行う場として

の機能を有する日本版ハブについての予算要求を

行っている（概算決定額：約７，９００万円）。

� 水分野における国際規格の動向（ISO規格）

水分野に関する国際規格がISO専門委員会

（TC）において検討されている。

例えば，ISO／PC２５３「灌漑のための処理廃水再

利用」は，イスラエルの提案により２０１０年，PC

（プロジェクト委員会）として発足し，規格／ガ

イドライン「灌漑における処理水の活用」を策定

中である。現段階では，さまざまな利用用途のた

めの処理水の水質基準や再生水の活用に当たって

表―２ 世界水ビジネス市場の分野別成長見通し

■：成長ゾーン ■：ボリュームゾーン ■：成長・ボリュームゾーン
（市場成長率２倍以上） （市場規模１０兆円以上）

（上段：２０２５年…合計８７兆円，下段：２００７年…合計３６兆円）

素材・部材供給
コンサル・建設・設計

管理・運営サービス 合計

上水
１９．０兆円
（６．６兆円）

１９．８兆円
（１０．６兆円）

３８．８兆円
（１７．２兆円）

海水淡水化
１．０兆円
（０．５兆円）

３．４兆円
（０．７兆円）

４．４兆円
（１．２兆円）

工業用水・
工業下水

５．３兆円
（２．２兆円）

０．４兆円
（０．２兆円）

５．７兆円
（２．４兆円）

再利用水
２．１兆円
（０．１兆円）

─
２．１兆円
（０．１兆円）

下水（処理）
２１．１兆円
（７．５兆円）

１４．４兆円
（７．８兆円）

３５．５兆円
（１５．３兆円）

合計
４８．５兆円
（１６．９兆円）

３８．０兆円
（１９．３兆円）

８６．５兆円
（３６．２兆円）

（出典：Global Water Market２００８および経済産業省試算）。

（注）１ドル＝１００円換算

図―１０ 技術システム化・知財マネジメント・情報発信による展開戦略
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６

人の健康・環境への影響等を予防または最小化す

るために取るべき手順を国際規格の主な項目事項

としている。

おわりに

国土交通省では，わが国が優位性を有する下水

道の環境・エネルギー技術について，地方公共団

体における事業の効率化を図るとともに，民間企

業における技術開発の循

環を加速して競争力の強

化を図り，ひいては，元

気な日本の復活，地球温

暖化の防止に貢献してい

くことを念頭に置いて，

新技術の開発・導入を推

進している。

従来は，地方公共団体

における取り組みに対す

る支援策が主体であった

が，今後は，国土交通省が

主体となった技術開発・実証研究を強化し，水ビジ

ネスの国際展開を積極的に支援していく必要があ

ると考えている。また，技術の普及のためには，成

果をガイドライン化するだけでなく，規格化等の

知財戦略も併せて検討を行うことを考えている。

地方公共団体においても，コスト縮減の観点の

みならず，公共用水域の水質保全や温室効果ガス

排出量の削減，民間先端技術の競争力強化等の観

点からも，新技術の導入検討が行われることを期

待したい。

表―３ 水分野の国際規格に関する主なISO専門委員会（TC）

TC 名称 策定済みの国際規格

TC１３８ 流体輸送用プラスチック管，継手及

びバルブ類（老朽管の改築等）

ISO４４３５

ISO１０４６７

ISO８７７３ 他 計２６規格

TC２２４ 飲料水及び下水サービスに関する活

動－サービス品質基準及び業務指標

ISO２４５１０

ISO２４５１１

ISO２４５１２

TC２５３ 灌漑のための処理廃水再利用 なし

TC２５５ バイオガス なし（中国が幹事国として名乗り）

TC２５１ （すべてのインフラに適用できる）

アセットマネジメントの規格

政府の方針

・知的財産推進計画２０１０（H２２．５．２１策定）の七つの特定戦略分野に「水分野」が位置付け
・新成長戦略（H２２．６．１８閣議決定）の本文に，知的財産推進計画２０１０の推進が明記。

７つの「国際標準化特定戦略分野」

先端医療，水，次世代自動車，鉄道，エネルギーマネジメント，
コンテンツメディア，ロボット

国土交通省・厚生労働省・経済産業省等が連携し，「水分野国際標準化戦略検討委員会」
を設置し，水分野の国際標準化戦略を検討中

国際標準化に向けた取り組み 海外と連携した国際標準化戦略

中国，韓国と連携して，下水再生水の都市内
利用に関する基準の国際標準化を進めること
を北東アジア標準協力フォーラムで合意

○ISO化に向けた取り組み
・下水再生水利用分野
（TC２５３：再生水水質基準等）

・下水汚泥エネルギー利用分野
（TC２５５：バイオガス品質等）
・アセットマネジメント分野
・クライシスマネジメント分野

ISO国際会議
（H２２．１１於：ドイツ）

○ISO規格のJIS化の取り組み
・下水道サービス分野
・管路更生分野

北東アジア標準協力フォーラム（H２２．７．２０於：富山）

図―１１ 下水道技術の戦略的な国際標準化を目指した取り組み
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